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第１章 林野公共事業における費用対効果分析について

Ⅰ 林野公共事業における費用対効果分析の前提条件と基本的な考え方

（１）事業の目的の明示

費用対効果分析は、事業の目的を明示して実施することとする。事業を実施する場

合と実施しない場合を比較して行う。

（２）費用対効果分析の基本的考え方

１）評価手法

林野公共事業は、対象とする森林の多様性、超長期性等から、その評価や評価

の基礎となる将来の社会・経済状況の予測は極めて困難な面があるが、可能な限

り事業特性に応じた適切な手法を選択するものとする。

２）重複計測の排除

分析に当たっては、同一の効果に係る重複計測を排除するものとする。

３）その他

林野公共事業が他の事業と一体的に実施されることにより、相乗効果が発現さ

れると認められる事業のみを対象とする分析のほか、適宜、他の事業も含めた分

析を行うこととする。

他の事業も含めた分析を行う場合であっても、同一の効果について重複計測を

排除するものとする。

（３）分析の対象期間

分析の対象期間は、その対象となる施設の耐用年数、効果の発現期間等を考慮し

て定めることとし、評価結果の公表等に際して明示するものとする。

なお、森林の超長期性に起因して、事業実施による効果の発現期間を特定できな

い場合にあっては、当面の間、他の公共施設の耐用年数や森林の造成に係る期間等

を参考として、対象期間を設定することができるものとする。

（４）社会的割引率

社会的割引率は、４％とする。

（５）基準年度

便益及び費用の現在価値化の基準年度は、評価を実施する年度とする。

（６）費用の計測

費用は、整備等に要する経費及び維持管理に要する経費につき、現在価値化を行

い計測することとする。
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（７）効果の計測

効果は、事業を実施した場合の効果について、事業特性を踏まえ網羅的に整理し

た上で整備する施設の耐用年数若しくは森林の効果の発揮期間に応じて貨幣化し、

現在価値化を行い計測することとする。

貨幣化が困難な場合はできるだけ定量化することとし、定量化が困難な場合にあ

っては、定性的な記述による評価を行うこととする。

また、効果の計測に当たっては、可能な限り、公表されている一般的な統計デー

タ、客観的なデータ等を用いるともに、事業実施によるマイナスの効果についても、

適正にこれを評価するものとする。

（８）感度分析等

費用・効果の計測に当たっては、事業特性を踏まえ、設定された前提条件（単価

等）を変えた場合の影響等について検討を行うこととする。

（９）分析結果を踏まえた事業の評価

貨幣化による費用対効果分析の結果は、計測された効果と費用の比をもって表す

こととする。

（10）費用対効果分析の手法の見直しについて

費用対効果分析の手法については、必要に応じ逐次見直しを行い、より精緻な分

析となるよう、その内容の充実に努めることとする。
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Ⅱ 森林整備事業における効果の計測方法

１ 費用対効果分析の基本方針

（１）基本方針

１）費用対効果分析の基本的な考え方

費用対効果分析において、森林整備事業の便益を可能な限り経済的に評価し、それ

を森林整備事業の便益とする一方、森林整備事業を実施するために要する経費（施設

の維持管理に要する経費を含む。）を森林整備事業の費用と考え、両者を比較するこ

とにより、事業の効率性を測定・把握する。

すなわち、便益の現在価値（Ｂ）を費用の現在価値（Ｃ）で除した費用便益比（Ｂ

／Ｃ）を算定するものである。

また、評価に当たっては、これに定性的に表される効果を加え総合的に判断するも

のとする。

２）実施の原則

① 評価期間

（森林整備）

事業開始時点から事業によって整備された事業区域が便益を発現し続ける期間
とし、整備開始から想定される伐期齢までの期間を原則とする。なお、伐採の予
定のない箇所や、伐採予定時期が100年を超えるものについては100年とする。

評価期間

整備期間 森林整備:伐期齢－整備完了時点

の林齢

【整備開始】 【整備完了】

（路網整備）

開設された区間から逐次利用に供され、その効果を発揮することから、整備期
間に路床等の耐用年数（林道の場合は４０年、作業道等の場合は実態に応じて設
定）を加えたものとする。

評価期間

整備期間 路網整備:耐用年数

【整備開始】 【整備完了】
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② 便益、費用の計測

便益及び費用は、評価期間内の額について、社会的割引率により現在価値化し

たものとする。なお、評価期間中における社会的変化等の予測が可能な場合は、

それら因子の変化を考慮して評価することとする。

③ 評価方法

評価方法は、森林整備事業については、森林整備と路網整備のそれぞれの費用

と便益を合計し、一括して費用対効果分析を実施することとする。

便益の計測に当たっては、便益を重複計上しないこととし、例えば、区域を分

けて評価する場合には、次式によるものとする。

Ｂ１＋Ｂ２

Ｂ／Ｃ＝ Ｂ ：便益（評価対象便益の合計）

Ｃ１＋Ｃ２ Ｃ ：費用（初期投資＋維持管理費用等）

Ｂ１：森林整備に係る区域の便益の合計（Ｂ２の

区域内における森林整備の便益を除く。）

Ｂ２：路網整備に係る利用区域等の便益の合計

Ｃ１：森林整備に係る初期投資＋保育費用

Ｃ２：路網整備に係る初期投資＋維持管理費用

④ 整備期間に係る効果の計測

整備期間に係る効果については、当該期間の事業見込み量に応じて計測するも

のとする。

＜森林整備の評価期間と費用・便益発生のイメージ＞

伐期齢－整備完了時点の林齢整備期間

評価期間

評
価
最
終
年
度

事
業
着
手
年
度

費
用

便
益

評
価
年
度

事
業
完
了
年
度
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＜路網整備の評価期間と費用・便益発生のイメージ＞

（２）費用の計測の考え方

総費用（Ｃ）は、事業費（Ｃini）及び保育・維持管理費（Ｃrun）について、現在価値

化した額として算定する。

Ｃ＝Ｃini＋Ｃrun

１）事業費

T １
Ｃini ＝∑ ・Ｃｔ ｔ：年数

t=1 (１＋ｉ)ｔ Ｔ：整備期間又は想定される伐採までの期間（年）

ｉ：社会的割引率（４％）

Ｃｔ：各年度別の事業費

２）その他（保育・維持管理費等)

T＋n １
Ｃrun＝∑ ・Ｃｔ ｔ：年数

t=1 (１＋ｉ)ｔ Ｔ：整備期間又は想定される伐採までの期間（年）

ｎ：事業完了後の評価期間（年）

ｉ：社会的割引率（４％）

Ｃｔ：各年度別の保育・維持管理費等

注）１ 森林整備については、原則として植栽及びその後の保育作業に要する経費をもっ

て費用とするが、整備期間内において保育のみを実施する場合は、当該保育作業及

びその後の保育作業に要する経費をもって費用とする。

注）２ 路網整備については、整備期間中に要する事業費及び評価期間内に要する維持管

理経費をもって費用とする。

評
価
最
終
年
度

事
業
着
手
年
度

耐用年数整備期間

評価期間

費
用

便
益

評
価
年
度

事
業
完
了
年
度
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（３）便益計測の考え方

森林整備事業に係る便益は、以下の項目に大別するものとする。

また、評価に当たっては、事業の特性に応じて直接的に事業効果を発揮する区域及び

間接的に事業効果を発揮する区域（以下「事業効果発揮区域」という。）を定めるとと

もに、各区域を取り巻く状況、森林整備が果たす役割等を考慮し、評価項目を選択する

ものとする。

作業道等については、水源かん養等公益的機能の他に便益が見込まれる場合は、評価

を行うものとする。

なお、新たな便益の評価等についても検討を行うものとする。

１）水源かん養便益

森林の状態が良好に保たれることによって、洪水防止、流域貯水、水質浄化に寄与

する便益について評価する。

２）山地保全便益

森林の状態が良好に保たれることによって、土砂流出や山腹崩壊等の防止に寄与す

る便益について評価する。

３）環境保全便益

森林の状態が良好に保たれることによって、炭素固定、気候緩和、騒音低減、飛砂

軽減、風害軽減、大気浄化、霧害軽減、火災防備、漁場保全、生物多様性の保全、保

健休養の確保等環境保全に寄与する便益について評価する。

これら環境保全便益は、森林整備事業の実施によって発現する良好な環境の保全形

成に係る様々な便益（後述の中区分等を参照）について評価する。なお、保健休養効

果等代替法による評価が困難な便益については、可能な限りＣＶＭを用いて評価を行

う。

４）木材生産等便益

森林を健全に育成することによって、資源として蓄積された木材が伐期において生

産・利用される便益並びに路網の整備によって木材生産等の経費が縮減される便益及

び木材の生産・利用が増進される便益について評価する。

５）森林整備経費縮減等便益

森林整備に係る作業経費、治山経費及び森林管理等経費の縮減や、路網整備により

森林整備が促進される便益について評価する。

６）一般交通便益

集落から勤務先への通勤等に林道を利用することによって、走行時間の短縮又は走

行経費が減少する便益について評価する。
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７）森林の総合利用便益

森林の有する保健休養機能又は山菜等の副産物採取等の利用に当たって、森林への

到達時間が短縮される便益及び費用が減少する便益について評価する。

８）災害等軽減便益

自然災害発生時の迂回路等や防火帯としての便益について評価する。

９）維持管理経費縮減便益

改良、舗装等により、維持管理や災害復旧経費が縮減される便益について評価する。

10）山村環境整備便益

山村集落内の用排水施設等の整備によって、生活環境が改善される便益について評

価する。

11）その他の便益

林道の整備により森林内に設置されているダム、送電線等の施設の維持管理経費が

軽減される便益等について評価する。
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（４）事業区分別に評価する便益

森 居 水

大 区 分 中 区 分 林 住 源

環 環 林

境 境

水源かん 洪水防止便益 ○ ○ ○
養 便 益

流域貯水便益 ○ ○ ○

水質浄化便益 ○ ○ ○

山 地 保 土砂流出防止便益 ○ ○ ○

全 便 益 土砂崩壊防止便益 ○ ○ ○

炭素固定便益 ○ ○ ○
環 境 保
全 便 益 気候緩和便益 ○ ○ ○

騒音軽減便益 ○ ○ ○

飛砂軽減便益 ○ ○ ○

風害軽減便益 ○ ○ ○

大気浄化便益 ○ ○ ○

霧害軽減便益 ○ ○ ○

火災防備便益 ○ ○ ○

漁場保全便益 ○ ○ ○

生物多様性の保全便益 ○ ○ ○

保健休養便益 ○ ○ ○

木材生産経費縮減便益 ○ ○
木 材 生
産等便益 木材利用増進便益 ○ ○

木材生産確保・増進便益

森林整備分 ○ ○ ○

路網整備分 ○ ○

造林作業経費縮減便益
森林整備
経費縮減 歩行時間等経費縮減便益 ○ ○
等 便 益

作業道作設経費縮減便益 ○ ○

治山経費縮減便益 ○ ○

森林管理等経費縮減便益 ○ ○

森林整備促進便益（水源かん養等便益） ○ ○

一 般 交 走行時間短縮便益 ○ ○

通 便 益 走行経費減少便益 ○ ○
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森 居 水

大 区 分 中 区 分 林 住 源

環 環 林

境 境

アクセス時間短縮等便益

森 林 の アクセス時間短縮便益 ○ ○
総 合 利
用 便 益 アクセス経費減少便益 ○ ○

ふれあい機会創出便益 ○ ○

フォレストアメニティ施設利用便益

利用確保便益 ○ ○

施設滞在便益 ○ ○

副産物増大便益 ○ ○

災害時迂回路等確保便益 ○ ○
災害等軽
減 便 益 防火帯便益 ○ ○

災害復旧経費縮減便益 ○ ○

維持管理費縮減便益 ○ ○

生活用水確保便益 ○
山村環境
整備便益 生活排水浄化便益

し尿処理経費等縮減便益 ○

浄化槽設置経費縮減便益 ○

集落内臭気防止便益 ○

集落内除雪便益 ○

土地創出便益 ○

生活安定確保便益 ○

通行安全確保便益 ○ ○
そ の 他
の 便 益 環境保全確保便益 ○ ○

森林内施設管理経費縮減便益 ○ ○

ボランティア誘発便益 ○ ○

注）① 事業名の欄は、森林環境［森林環境保全整備事業］、居住環境［森林居住環境整備事業］、水

源林［水源林造成事業］である。

② 本表は、現段階において見込まれる便益を列挙したものであり、各事業・地域の実態に応じ

て適宜選択して評価する。また、これ以外の便益についても可能な限り評価の対象として検討

していくこととする。
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第２章 林野公共事業の新規採択時の評価手法の明確化について

１ 基本的な考え方

（１） 趣旨

林野公共事業においては、新規採択の適正な実施に資するため、その効率性及び実施過程

の透明性等の一層の向上に加え、必要性、効率性及び有効性の観点から評価の項目（以下「チ

ェックリスト」という）を明確化するとともに、これにより評価を行いその結果を公表する

こととする。

（２） チェックリストの明確化

１） チェックリストの位置付け

新規地区採択する必要性等を明らかにすることにより、採択手続の透明性・客観性

の確保を図るものとする。

２） チェックリストの内容

① チェックリストの項目は、当該事業の目的を達成するための基本的事項（必須事項）

に加え、新規採択に当たり必要性、効率性及び有効性の観点と、各事業の実施要領等

に定める事項（優先配慮事項）及び林政の推進方向等から新規採択に当たって必要な

事項とする

② チェックリストについては、新たな施策の展開に迅速かつ的確に対応するため、必

要に応じて見直しを行うこととする。

（３） 手続き等について

１） 評価対象事業

林野公共事業 (ただし、災害関連事業及び施設の維持管理に関するものは除く。)の

新規採択要望箇所等について評価を行う。

２） 公表等

林野庁は、チェックリストに基づき新規採択する地区を評価するとともに、その結

果をインターネット等を活用して速やかに公表する。
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２ 水源林造成事業

平成 年度新規採択チェックリスト
（水源林造成事業）

（都道府県名： ）
（地 区 名： ）

Ⅰ 必須事項

項 目 審 査 の 内 容 判 定

１．事業の必要性が 水源を涵養するため急速かつ計画的に森林の造成を図る観点 □

明確であること から、当該事業が必要であること。
（必要性）

２．技術的可能性が 地形、地質、地理状況等からみて当該事業の施工が技術的に □
確実であること 実現可能であること。

３．事業による効果 費用対効果分析の結果が1.0以上であること。 □
が十分見込まれる

こと（効率性）

４．事業の採択要件 独立行政法人森林総合研究所業務方法書及び分収造林事業実 □

を満たしているこ 施要領等に規定された選定基準等に適合していること。
と

５．事業の実施が確 造林地所有者の意欲、造林者としての義務を確実に果たす能 □
実に見込めること 力等があること。

６．「自然と共生す 自然環境の保全・形成や景観への配慮の視点からみて、当事 □
る環境創造型事 業が適当であること。

業」であること

注）評価項目を満たしている場合は、□の中に「レ」を記入。また、該当しない項目について
は、□の中に「－」を記入。
項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。
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Ⅱ 優先配慮事項

評 価 項 目

大項目 中項目 小項目 評価指標 判 定 基 準 評価

１有効性 (1)多様な森 ①健全な 森林の多面的 Ａ ほぼ全ての森林において、針広混交林化等

林づくり 森 林 の 機能の発揮 の取り組みがなされ、かつ、水源のかん養、

育成 山地災害の防止等の公益的機能の発揮に配慮

した計画となっている。

Ｂ 上記Ａ以外の計画である。

②自然的 計画の自然条 Ａ 計画の内容は、地域森林計画、市町村森林

条 件 に 件への適合性 整備計画の標準的な方法、時期等を踏まえた

適合 計画となっている。

Ｂ 上記Ａ以外の計画である。

２効率性 (1)事業の経済性・効率 効率的、効果 Ａ 適切な手法・工法が確保されているととも

性 的な計画の確保 にコスト縮減効果の発現が期待できる計画で

とコスト縮減 ある。

Ｂ 適切な手法・工法が確保されている計画で

ある。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

３事業の (1)自然環境・景観への 自然環境保全 Ａ 自然環境・景観の保全が求められる地域等

実施環 配慮 機能の発揮 であって、自然環境等に対する配慮がなされ

境等 ている計画である。

Ｂ 上記Ａには該当しないが、自然環境・景観

に配慮がなされている計画である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

(2)効果的な事業の推進 他事業との連 Ａ 他事業との連携が図られた計画となってい

携の計画性 る。

Ｂ 他事業との連携について調整中である。

Ｃ 上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 該当しない。
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チェックリストの判定基準
（水源林造成事業）

Ⅰ 必須事項

項 目 判 定 基 準

１．事業の必要性が明確であること 水源かん養機能が低下している土地で造林を実施して、
（必要性） 急速に効果を発現させる必要があること。

２．技術的可能性が確実であること 契約予定地の自然条件、地域森林計画等に示す指針及び
これまでの事業実績等に照らし、技術的に可能であること。

３．事業の効率性が十分見込まれる Ｂ／Ｃ≧１．０

こと（効率性）

４．事業の採択要件を満たしている 次の全てに該当すること。
こと ・ 1～３号の保安林若しくは同予定地であること。

・ 契約予定地の林況が無立木地・散生地・粗悪林相地等
であること。

・ 権利関係が明確であって立木の担保ができること。

一団地の面積が5ha以上であること（併轄管理ができる数
個の団地は一団地とみなす）。

・ 国土保全上の見地から治山事業の実施によることを適
当とする土地でないこと。

・ 次のいずれかの箇所に該当すること。

（ア）２以上の都府県にわたる流域等の重要な流域
（イ）ダム等の上流域等

５．事業の実施が確実に見込めるこ 造林地所有者の意欲が高いこと、造林義務者の労務構成
と 及び林業技術が事業を行う上で十分であること。

６．「自然と共生する環境創造型事 地域における気候，地形，土壌等の自然条件に応じた森

業」であること 林整備等であることや必要に応じて景観への配慮がなされ
ていること。



(独)森林総合研究所法
(独)森林総合研究所の締結する分収造林
契約の対象地について

(独)森林総合研究所森林農地整備セン
ター分収造林事業実施要領

(独)森林総合研究所法附則第６条から第
12条に定める業務に関する業務方法書

（林野庁長官通知） （森林総合研究所要領） （農林水産大臣認可）

通知等（抜粋）

（業務の特例）

 附則　第８条第１項

 　研究所は、別に法律で定め

 る日までの間、第11条、附則

 第６条第１項及び前条第１項

 に規定する業務のほか、旧機

 構法第11条第１項第６号の事

 業及びこれに附帯する事業を

 行うことができる。

 ※(独)緑資源機構法

（業務の範囲）

 第11条第１項第６号

 　水源をかん養するため急速

 かつ計画的に森林の造成を行

 う必要がある地域内の土地に

 つき、分収林特別措置法（昭

 和33年法律第57号）第２条第

 １項に規定する造林者又は造

 林費負担者として同項に規定

 する分収造林契約の当事者と

 なり、当該契約に基づき森林

 の造成に係る事業を行うこと。

１　独立行政法人森林総合研究所（以下

　「研究所」という。）は、独立行政法

　人森林総合研究所法（平成11年法律第

　198号）附則第８条第１項に基づき、

　独立行政法人緑資源機構法を廃止する

　法律（平成20年法律第８号）による廃

　止前の独立行政法人緑資源機構法（平

　成14年法律第130号）第11条第１項第

　６号に規定する分収造林契約の対象地

　は、次の土地に限るものとする。

　(1)　森林法（昭和26年法律第249号）

　　 第25条第１項第１号の保安林又は

　　 同予定地

  (2)　水源かん養の目的を兼備する森

　　 林法第25条第１項第２号若しくは

　　 第３号の保安林又は同予定地

２　１にいう保安林予定地とは、森林法

　第５条の規定に基づく地域森林計画に

　おいて保安林の整備に関する計画の対

　象となっている土地をいうものとす

　る。

３　研究所は分収造林契約を締結しよう

　とするときは、都道府県知事から当該

　契約の対象とする土地が１の基準に適

　合することの確認を得るものとする。

（造林地の選定基準）

 第２条

 　整備センターの分収造林契約の対象

 とすることのできる土地は、法附則第

 ８条第１項の規定に基づき水源をかん

 養するために急速かつ計画的に森林の

 造成を行う必要がある地域内の森林法

 第25条第１項第１号の保安林又は同予

 定地（以下「保安林又は同予定地」と

 いう。）及び水源かん養の目的を兼備

 する保安林又は同予定地のうち、水源

 かん養を目的として森林の造成を行う

 必要のあるものであって、業務方法書

 第９条第１号及び第２号の基準に適合

 するものとする。

 　なお、整備センターは、対象地の具

 体的選定について、林野庁、都道府県

 と十分な協議を行い、対象地の選定に

 遺憾のないようにするとともに、市町

 村（地方自治法（昭和22年法律第67号）

 第１条の２第２項の市町村並びに同条

 第３項の地方公共団体の組合（市町村

 が設けたものに限る。）及び財産区を

 いうものとする。以下、同じ。）の所

 有する土地の優先的取扱いについて十

 分な配慮をするとともに、都道府県有

 林野は契約の対象地として、選定しな

 いものとする。

（造林地の選定基準）

 第９条

 　研究所は、研究所法附則第８条第１

 項の規定に基づき水源をかん養するた

 めに急速かつ計画的に森林の造成を行

 う必要がある地域内の土地であって、

 次の基準に適合するものに限り、これ

 を対象として契約を締結することがで

 きる。

 (1) 無立木地、散生地、粗悪林相地等

 　人工植栽の方法により森林の造成を

 　行う必要がある土地であって一団地

 　（併括管理が可能である数個の団地

 　は、一団地とみなす。）の見込面積

 　が５ヘクタール以上のものであるこ

   と。

 (2) 次のいずれにも該当しない土地で

   あること

  イ　入会慣行等の複雑な権利関係が

　  存在するため、契約の履行に当た

　  り支障を生ずるおそれがある土地

  ロ　地位、地勢、気象等の自然的状

 　 況が悪く成林の見込みがない土地

  ハ　国土保全上の見地から治山事業

 　 の実施によることを適当とする土

    地




